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宮城の将来ビジョンについて
（平成１９年３月策定）

１ 策定の趣旨

県では，平成１２年に，平成２２年度を目標年度とした「宮城県総合計画」を策定し，これを

県政運営の基本方針として各種施策を展開してきました。

しかしながら，この間，宮城県の人口は，平成１７年の国勢調査において，初めて減少に転ず

るなど，予想を超える早さで人口減少社会を迎えました。また，我が県の経済は平成１３年度を

底として持ち直してきてはいるものの，ほぼ横ばいで推移しています。

一方，県財政は引き続き厳しい運営を余儀なくされており，また，三位一体改革など地方分権

を巡る状況変化，県内市町村がほぼ半数となった合併の進展など，県政を取り巻く環境は大きく

変わってきています。さらに，グローバル化や情報化の進展，環境問題の深刻化など，時代は刻

々と変化しています。

こうした時代潮流に的確に対応し，持続可能な地域社会をつくっていくためには，安定した経

済基盤を確立し，すべての県民が希望を持って安心して生活できる地域づくりを進めていく必要

があります。

このため，激動する内外の情勢変化と地域課題を的確に把握した上で，転機を迎えた社会にお

ける将来の宮城のあるべき姿や目標を県民の皆さんと共有し，その実現に向けて県が優先的・重

点的に取り組むべき施策を明らかにする「宮城の将来ビジョン」を策定することといたしました。

２ ビジョンの位置づけと構成

「宮城の将来ビジョン」は，県政運営の基本的な指針であり，県の施策や事業を進める上での

中長期的目標と位置づけられるものです。

本ビジョンでは，我が県の個性と地域特性を踏まえ，新たな時代にふさわしい宮城を構築して

いく上で，県政運営の理念や，県として，今後の１０年間に特に注力すべき政策分野は何である

のか，その基本的考え方について示しています。また，財政再建を進める中で，県の行政投資の

効果や効率性を一層高めるために重点的に取り組むべきテーマや目指す姿などを明確にした上で，

その実現を図るための取組の方向について明示しました。

また，本ビジョンは，県政の各分野における個別計画や地域計画を先導する役割を担うととも

に，その推進にあたっては，市町村や国の計画等も含めて相互に補完し合いながら，より効果的

なものとなるよう留意してまいります。

３ 計画期間・目標年度

本ビジョンは，平成１９年度（西暦２００７年度）を初年度とし，平成２８年度（西暦２０１６年

度）を目標年度とする１０か年のビジョンとします。

４ 推進方策

本ビジョンは，１０年間という計画期間を定めていますが，その推進にあたっては，３年を期

間とする行動計画を別途定め，具体的取組やその成果の数値目標を示した上で確実に実施してい

くとともに，行政評価システムにより事業の有効性や効率性などを検証しながら推進していきま

す。

また，県民の価値観や地域ニーズの多様化にきめ細かく対応し，県民一人ひとりの生活を豊か

で安定したものとするためには，県による取組だけでは，おのずから限界があります。このため，

本ビジョンの着実な推進に向け所要の体制を整備するとともに，市町村と密接に連携を図りなが

ら，県民をはじめとして企業，ＮＰＯなど幅広い主体との協働や情報共有のもとに，施策を展開

していきます。
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宮城県震災復興計画について
（平成２３年１０月策定）

１ 策定の趣旨

平成２３年３月１１日に本県を襲った東北地方太平洋沖地震は，我が国観測史上最大規模の地

震であり，大きな揺れとその後に続いた大津波により，本県沿岸部を中心に極めて甚大な被害を

及ぼしました。また，沿岸部を中心に大きく地盤が沈下し，原形復旧による復興は極めて困難な

状態となっています。

このように甚大な被害を被った本県として，どのように復興を果たしていくかという方向性に

ついては，同年４月１１日に「宮城県震災復興基本方針（素案）」を県民の皆様に提示しました。

さらに，我が国を代表する学識経験者からなる「宮城県震災復興会議」を設置し御提言をいただ

くとともに，県民の意見を伺いながら，今後１０年間の復興の道筋を示す「宮城県震災復興計画」

を策定することとしました。

本県を襲った未曾有の大災害から県民と力を合わせて復興を成し遂げていくためには，従来と

は違った新たな制度設計や思い切った手法を取り入れていくことが不可欠です。このため，宮城

県震災復興計画は，「提案型」の復興計画として策定しました。

２ 基本理念

東日本大震災では，地震及び本県の沿岸全域を襲った津波によって多くの尊い命が失われると

ともに，相当数の家屋が損壊・喪失し，さらに，鉄道・道路をはじめとする公共交通網や電気，

上下水道，燃料など生活に不可欠なライフライン・物流が破壊・寸断されるなど，我が国の戦後

最大規模といわれる未曾有の被害が生じました。

本県では，震災直後の人命救助を皮切りに，懸命な捜索活動，避難所の確保や救援物資の輸送

など，緊急的な対策に取り組んできました。しかし，厳しい状況に置かれている被災者をはじめ，

県民の生活は，今なお不安定なものであることから，何よりもまず，生業の確保など被災者の方

々の生活支援と被災地の復興に最優先に取り組み，県民生活を一日でも早く回復させる必要があ

ります。また，県民の復興への意欲を高め，持続的な地域コミュニティの構築を図りながら，安

心して暮らせる災害に強いまちづくりを進める必要があります。

復興の担い手は県民一人ひとりであり，それぞれが復興活動に取り組んでいかなければならな

いことはもちろんですが，国・県・市町村，企業，団体，ＮＰＯなど，多様な活動主体が，総力

を結集して活動に臨まなければ，ふるさと宮城の復興と発展を実現することはできません。その

際，平成２３年３月１１日以前の状態へ回復させるという「復旧」だけにとどまらず，これから

の県民生活のあり方を見据えて，県の農林水産業・商工業のあり方や，公共施設・防災施設の整

備・配置などを抜本的に「再構築」することにより，県勢の発展を見据えた最適な基盤づくりを

図っていくことが重要です。そして，災害からの復興にとどまらず，人口の減少，少子高齢化，

環境保全，自然との共生，安全・安心な地域社会づくりなど，現代社会を取り巻く諸課題を解決

する先進的な地域づくりに取り組んでいく必要があります。

復興までの道のりは決して平坦なものではなく，むしろ高く険しいものとなります。しかし，

復興に向けた取組を通して，宮城県民のみならず，東北が，そして日本全体が絆を深め，共に手

を携えて険しい道を歩んだ先には，必ず明るい未来が開けるはずです。１０年後には，今回の震

災から復興するために必要な新たな制度設計や手法を取り入れ，県民一丸となった復興を成し遂

げることによって，壊滅的な被害からの復興モデルとなるよう，ふるさと宮城の再生とさらなる

発展に向けて，全力で取り組みます。

なお，復興の推進に当たっては，国，他都道府県，市町村，企業，団体，ＮＰＯなどとの連携

を図るほか，男女共同参画の観点から，女性の参画を促進します。また，グローバルな観点から

世界の様々な活力を取り込むとともに，国の内外と連携し，世界に開かれた復興を目指します。
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３ 基本的な考え方

（１）計画期間

県内の全域に甚大な被害が発生していることから，復興を達成するまでの期間をおおむね

１０年間とし，平成３２年度を復興の目標に定めます。

さらに，全体で１０年間の計画期間を３期に区分し，被災者支援を中心に生活基盤や公共

施設を復旧させる「復旧期」として３年間（H23 ～ 25 年度），直接の被災者だけでなく，震

災の影響により生活・事業等に支障を来している方々への支援を更に充実していくとともに，

本県の再生に向けたインフラ整備などを充実させる「再生期」として４年間（H26 ～ 29 年度），

県勢の発展に向けて戦略的に取組を推進していく「発展期」として３年間（H30 ～ 32 年度）

を，それぞれ設定します。

特に，復旧期の段階から，再生期・発展期に実を結ぶための復興の「種」をまき，ふるさ

と宮城の復興に結びつけます。

（２）復興の主体

復興活動は，国・県・市町村，企業，団体，ＮＰＯなど，多様な活動主体が互いに手を携

え，共に歩んでいくという連携・共助の精神を共有し，「絆」という人と人との結びつきを

核として取り組んでいく必要があります。復興の主体は，あくまでも県民一人ひとりであり，

民間をはじめ様々な主体による復興に向けた事業や取組が幅広く進められていくことによっ

て，復興事業相互の効果が相乗的に高まっていくことになります。行政はこうした復興に向

けた活動を，全力でサポートする体制を構築します。

（３）対象地域

今回の震災の物的・人的被害は，県内全域にわたり生じており，サプライチェーンの分断

をはじめとした経済的被害も広範囲に及んだことから，震災被害のあった県内全域を計画の

対象とします。

なお，特に，津波による人命や財産の被害が著しく甚大な沿岸被災市町については，グラ

ンドデザインの再構築を行い，新しいまちづくりに向けて重点的に取り組むエリアと位置付

けます。

（４）進行管理

本計画の進行管理については，ＰＤＣＡサイクルのマネジメント手法を用い，事業の執行

状況や事業目的の達成状況について公表するとともに，県民や外部有識者等の意見も取り入

れながら評価を行い，その結果を具体的な復興の取組に反映することにより，計画の着実な

推進を図ります。また，復興の進捗状況や社会情勢の変化などに対応できるよう，県民，市

町村，外部有識者等の意見を踏まえながら，必要に応じ計画について見直しを行っていきま

す。
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関 係 法 令

■地方自治法(昭和２２年法律第６７号)（抄）

（決算）

第２３３条 会計管理者は，毎会計年度，政令の定めるところにより，決算を調製し，出納の

閉鎖後３箇月以内に，証書類その他政令で定める書類とあわせて，普通地方公共団体の長に

提出しなければならない。

２ 普通地方公共団体の長は，決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければならない。

３ 普通地方公共団体の長は，前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員の意

見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。

４ 前項の規定による意見の決定は，監査委員の合議によるものとする。

５ 普通地方公共団体の長は，第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつては，

当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令で定める書類

を併せて提出しなければならない。

６ 普通地方公共団体の長は，第３項の規定により議会の認定に付した決算の要領を住民に公

表しなければならない。

参考資料３

574



■行政活動の評価に関する条例(平成１３年宮城県条例第７０号)

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 知事が行う評価

第１節 実施等（第４条・第５条）

第２節 評価への県民参加（第６条―第９条）

第３節 評価結果の取扱い（第１０条―第１２条）

第３章 知事以外の実施機関が行う評価（第１３条）

第４章 雑則（第１４条―第１６条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は，県が県民の参加を得てその行政活動について自ら評価を行うことが自治の一

層の発展を図る上で極めて重要であることにかんがみ，県が行う行政活動の評価に関し必要な事

項を定めることにより，県民の視点に立って成果を重視する県政を推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

一 政策 県の行政運営における特定の目的を実現するための基本的な方針をいう。

二 施策 政策を実現するための個々の具体的な方針をいう。

三 事業 施策を実現するための手段として実施される個々の行政活動をいう。

四 実施機関 知事，公営企業管理者，教育委員会，公安委員会及び警察本部長をいう。

（評価の基本的な在り方）

第３条 県は，行政活動の評価を行う場合においては，政策，施策及び事業について，それらの県民生

活及び社会経済に対する効果を把握することにより，それらの目的又は目標に照らして，必要性，有効

性又は効率性の観点その他必要な観点から，客観的な判定を行い，行政運営上の判断を行う上で必要な

情報を提供するものとする。

２ 県は，行政活動の評価の結果を行政活動に適切に反映させ，行政運営の効率性及び質の向上を図る

ものとする。

３ 県は，行政活動の評価に関する情報を随時公表し，行政活動について県民に説明する責務を果たし，

行政運営の透明性の向上を図るものとする。

第２章 知事が行う評価

第１節 実施等

（実施）

第４条 知事は，その所掌に係る政策，施策及び事業について，次に掲げる評価を自ら行うものとする。

一 前年度の政策，施策及び事業について，それらの全体の体系及び相互の関係を踏まえて包括的に

行う評価

二 前号に掲げるもののほか，次に掲げる事業について，事業に着手する前（イに掲げる事業に係る

ものに限る。）又は着手した後一定の期間を経過したときに行う評価

イ 大規模な事業で規則で定めるもの

ロ 公共事業で規則で定めるもの
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三 前２号に掲げるもののほか，事業について主として効率性の観点から行う評価その他の規則で定

める評価

２ 前項の評価の具体的な範囲，時期，基準及び方法については，規則で定める。

（書面の作成等）

第５条 知事は，前条第１項第１号又は第２号の評価を行うに当たっては，当該評価の対象とする政策，

施策又は事業の概要，それらの県民生活及び社会経済に対する効果その他の当該評価に係る事項を記

載した書面を作成しなければならない。

２ 知事は，前項の書面を作成したときは，速やかに，当該書面及びその要旨を公表しなければならな

い。

３ 前項の規定による公表は，書面及びその要旨を縦覧に供するほか，インターネットの利用その他の

県民が情報を容易に入手することができる方法で行わなければならない。

第２節 評価への県民参加

（県民参加の機会の確保）

第６条 知事は，第４条第１項の評価を行うに当たっては，県民の参加の機会を確保する措置を講

ずるよう努めなければならない。

（県民の満足度等の把握等）

第７条 知事は，第４条第１項第１号の評価を行うに当たっては，その所掌に係る政策，施策及び事業

に関する県民の満足度，重視度その他の意識に関する情報を，社会調査（社会の構成員の意識その他

の社会の実情に関する調査であって，一定の技術的な手法を用いて，必要な情報を社会の構成員から

直接又は間接に収集し，整理し，及び分析する一連の過程を経て行うものをいう。）の方法等により把

握し，当該評価に適切に反映させるものとする。

２ 知事は，前項の規定により把握した県民の意識に関する情報を分かりやすい形で説明する書面

を作成し，作成した後速やかに，これを公表しなければならない。この場合においては，第５条

第３項の規定を準用する。

３ 第１項の規定により県民の意識に関する情報を把握する場合におけるその時期及び方法については，

規則で定める。

（委員会の意見の聴取等）

第８条 知事は，第４条第１項第１号又は第２号の評価を行うに当たっては，宮城県行政評価委員

会（次項において「委員会」という。）の意見を聴き，その意見を当該評価に適切に反映させる

ものとする。

２ 知事は，前項の規定により委員会の意見を聴く場合においては，委員会に対し，第５条第１項，前

条第２項及び次条第２項の書面その他審議に必要な書面を提出するものとする。

（県民の意見の聴取等）

第９条 知事は，第４条第１項第１号又は第２号の評価を行うに当たっては，県民の意見を聴き，その

意見を当該評価に適切に反映させるものとする。

２ 知事は，前項の規定により県民の意見を聴いたときは，当該意見を取りまとめた書面を作成し，作

成した後速やかに，これを公表しなければならない。

３ 知事は，第１項の規定による県民の意見の反映の状況を分かりやすい形で説明する書面を作成し，

作成した後速やかに，これを公表しなければならない。

４ 第５条第３項の規定は，前２項の場合について準用する。

５ 第１項の規定により県民の意見を聴く場合におけるその時期及び方法については，規則で定める。
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第３節 評価結果の取扱い

（評価書の作成等）

第１０条 知事は，第４条第１項の評価を行ったときは，次に掲げる事項を記載した評価書を作成

しなければならない。

一 評価の対象とした政策，施策又は事業の概要

二 前号の政策，施策又は事業の県民生活及び社会経済に対する効果並びにその把握の方法

三 評価の結果

四 その他規則で定める事項

２ 知事は，前項の評価書を作成したときは，速やかに，当該評価書及びその要旨を公表しなければな

らない。この場合においては，第５条第３項の規定を準用する。

（評価結果の反映等）

第１１条 知事は，第４条第１項の評価の結果をその所掌に係る政策，施策及び事業に適切に反映

させ，行政運営の効率性及び質の向上を図らなければならない。

２ 知事は，前項の規定による評価の結果の反映の状況について説明する書面を作成し，作成した

後速やかに，当該書面及びその要旨を公表しなければならない。この場合においては，第５条第

３項の規定を準用する。

（議会への報告）

第１２条 知事は，第４条第１項第１号及び第２号の評価の結果の概要を，当該評価に係る第１０条第

１項の評価書を作成した後速やかに，議会に報告しなければならない。

２ 知事は，第４条第１項第１号及び第２号の評価の結果の前条第１項の規定による反映の状況を，当

該評価に係る同条第２項の書面を作成した後速やかに，議会に報告しなければならない。

第３章 知事以外の実施機関が行う評価

（知事以外の実施機関が行う評価）

第１３条 知事以外の実施機関は，その所掌に係る政策，施策及び事業について，前章に規定する知事

が行う評価に準じて評価を行うものとする。

第４章 雑則

（相互協力）

第１４条 実施機関は，行政活動の評価が県として一体的かつ総合的に行われるよう相互に必要な協力

を行うものとする。

（評価体制の整備）

第１５条 実施機関は，行政活動の評価を適切に行うため，必要な体制の整備に努めるものとする。

（委任）

第１６条 この条例に定めるもののほか，この条例の実施のため必要な事項は，実施機関が別に定める。

附 則

この条例は，平成１４年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年条例第６６号）抄

（施行期日）

１ この条例は，平成２３年４月１日から施行する。
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■行政活動の評価に関する条例施行規則(平成１４年宮城県規則第２６号)（抄）

目次

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 政策評価及び施策評価（第３条－第１４条）

第３章 大規模事業評価（第１５条－第２１条）

第４章 公共事業再評価（第２２条－第２９条） 省略

第５章 事業箇所評価（第３０条－第３４条）

第６章 雑則（第３５条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は，知事が行う行政活動の評価について，行政活動の評価に関する条例（平成

１３年宮城県条例第７０号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（評価の種類）

第２条 条例第４条第１項第１号の評価の種類は，次のとおりとする。

一 政策評価

二 施策評価

２ 条例第４条第１項第２号の評価の種類は，次のとおりとする。

一 大規模事業評価

二 公共事業再評価

３ 条例第４条第１項第３号の規則で定める評価は，事業について主として効率性の観点から行う

評価とし，当該評価は，事業箇所評価とする。

第２章 政策評価及び施策評価

（定義）

第３条 この章において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

一 政策評価指標 県の政策に関し，当該政策を構成する施策を単位として，その長期的な目標

を定量的又は定性的に示す方法により設定した指標及びその目標値をいう。

二 達成度 前条第１項第１号の政策評価（以下「政策評価」という。）及び同項第２号の施策評

価（以下「施策評価」という。）を行う年における政策評価指標の目標値に対する現況の値の割

合をいう。

三 満足度等 条例第７条第１項の政策，施策及び事業に関する県民の満足度，重視度その他の

意識に関する情報をいう。

（政策評価及び施策評価の範囲）

第４条 政策評価は，政策を構成する施策のうち政策評価指標が設定されているもの（次項におい

て「指標設定施策」という。）について行うものとする。

２ 施策評価は，指標設定施策を構成する事業について行うものとする。

（政策評価及び施策評価の時期)

第５条 政策評価及び施策評価は，毎年度，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第３号に規定する決算の認定についての議案を提出する日の前日までに行うものとする。
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（政策評価及び施策評価の基準）

第６条 政策評価は，政策の目的の必要性，有効性及び効率性を考慮し，施策の進捗状況等か

ら見て，成果があるかどうかを基準として行うものとする。

２ 施策評価は，施策の目的の必要性，有効性及び効率性を考慮し，達成度，満足度等及び社

会経済情勢並びに事業の実績及び成果等から見て，成果があるかどうかを基準として行うも

のとする。

（政策評価及び施策評価の方法）

第７条 政策評価と施策評価は，政策，施策及び事業の関係を踏まえて，一連のものとして行うも

のとする。

２ 政策評価は，施策の進捗状況等を定期的かつ継続的に把握し，及び分析し，前条第１項の

基準に基づき，客観的に判定を行うものとする。

３ 施策評価は，達成度，満足度等，社会経済情勢，事業の実績，成果等を定期的かつ継続的

に把握し，及び分析し，前条第２項の基準に基づき，客観的に判定を行うものとする。

（社会調査の種類）

第８条 条例第７条第１項の規定による満足度等を把握するための社会調査（以下「社会調査」と

いう。）の種類は，県民意識調査及び対象者意識調査とする。

(社会調査の時期)

第９条 県民意識調査における調査票の発送及び回収は，政策評価及び施策評価を行う年度の前年

度の末日までに行うものとする。

２ 前項の規定により回収した調査票の内容については，集計及び分析をした後，政策評価及び施

策評価を行う年度の６月３０日までに取りまとめ，当該政策評価及び施策評価に反映させるもの

とする。

３ 前２項の規定にかかわらず，前条の対象者意識調査については，同条の県民意識調査の結果に

応じて，又は政策評価及び施策評価の実施に当たり，知事が必要と認める時期に行うものとする。

(社会調査の方法)

第１０条 社会調査は，次の各号に掲げる調査の種類に応じ，当該各号に定めるところにより行う

ものとする。

一 県民意識調査 無作為に抽出した県民を対象として，調査票を送付し，及び回収する方法に

より，個人ごとに満足度等を調査する。

二 対象者意識調査 県の特定の施策又は事業により提供される行政サービスの利用者等を対象

として，調査票を送付し，及び回収する方法その他の方法により，個人又は団体ごとに満足度

等（当該施策又は事業に係るものに限る。）を調査する。

（県民意見聴取の時期）

第１１条 政策評価及び施策評価における条例第９条第１項の規定による県民の意見の聴取（以下

「県民意見聴取」という。）は，条例第５条第２項の規定により同条第１項の書面を公表した後速

やかに，２週間以上の期間を定めて行うものとする。

（県民意見聴取の方法）

第１２条 政策評価及び施策評価における県民意見聴取は，条例第５条第１項の書面に対する意見

を公募することにより行うものとする。

２ 前項の規定による公募は，郵便，ファクシミリ，電子メール等県民が意見を容易に表明できる

手段を用いて行えるようにしなければならない。

579



３ 聴取した県民の意見については，宮城県行政評価委員会（以下「委員会」という。）の審議に資

するため，情報公開条例（平成１１年宮城県条例第１０号）第８条第１項各号のいずれかに該当

して非開示となる情報を除き，当該意見に対する見解を加えた上で取りまとめ，委員会に提出す

るものとする。

（政策評価及び施策評価に係る評価書の作成）

第１３条 条例第１０条第１項第４号の規則で定める事項は，政策評価及び施策評価については，

評価に係る委員会の意見及び当該意見に対する県の対応方針とする。

（評価結果の反映）

第１４条 知事は，毎年度，翌年度の政策，施策及び事業に関する企画立案，翌年度の予算の編成

並びに翌年度の組織の運営方針の決定を行うに当たっては，政策評価及び施策評価に関する情報

（政策，施策及び事業に関する企画立案を行う場合に限る。）並びに政策評価及び施策評価の結果

を重要な情報として活用し，当該企画立案，予算の編成及び組織の運営方針の決定に適切に反映

させるものとする。

（第１５条から第３４条まで省略）

第６章 雑則

（委任）

第３５条 この規則に定めるもののほか，知事が行う行政活動の評価について，条例及

びこの規則の施行に関し必要な事項は，別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は，平成１４年４月１日から施行する。

（２から５まで省略）

附 則

この規則は，平成１５年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成２４年４月１日から施行する。
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■ 政策評価及び施策評価実施要領

（趣旨）

第１ この要領は，行政活動の評価に関する条例（平成１３年宮城県条例第７０号。以下「条例」

という。）及び行政活動の評価に関する条例施行規則(平成１４年宮城県規則第２６号。以下「規

則」という。)に定めるもののほか，知事が行う行政活動の評価のうち規則第２条第１項各号

に規定する政策評価及び施策評価（以下「政策評価及び施策評価」という。）に関し必要な事

項を定めるものとする。

（定義）

第２ この要領において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

(1) 総合計画等 県が，県政の基本的な考え方と目標を明らかにするため，総合計画審議会

条例（昭和４６年宮城県条例第２号）第１条第１項の規定により設置された総合計画審議

会の答申を受けて策定する長期間を展望した県の行政活動全般に係る計画及び宮城県震災

復興計画（平成２３年１０月策定）をいう。

(2) 実施計画 県が，総合計画等の計画的な実施と適切な進行管理を図るため，総合計画等

の計画期間を区切って，それぞれの期間ごとに策定する計画をいう。

(3) 政策・財政会議 県政の推進に関する重要政策及び行財政運営に関する事項について審

議するため，政策・財政会議の設置及び運営に関する要綱（平成１５年５月３０日施行）

第１条の規定に基づき設置する知事及び副知事並びに総務部長，震災復興・企画部長，審

議事項に関係のある部長等をもって構成する会議をいう。

（政策評価指標）

第３ 規則第３条第１号の政策評価指標は，総合計画等又は実施計画において設定した目標指標

等及びその目標値とする。

（達成度）

第４ 規則第３条第２号の達成度は，次に掲げる区分に応じて示すものとする。

Ａ 目標値を達成しているもの

Ｂ 目標値を達成しておらず，達成率が８０パーセント以上のもの

Ｃ 目標値を達成しておらず，達成率が８０パーセント未満のもの

Ｎ 実績値が把握できない等の理由で判定できないもの

２ 前項の達成率は，下記により，ストック型とフロー型に区分した上で算出するものとする。

(1) ストック型：事業活動に伴う成果を累積して把握する指標

(2) フロー型：事業活動に伴う成果を単年度ごとに把握する指標

３ 前項の各区分における達成率の算出方法については，別に定める。

（満足度等）

第５ 規則第３条第３号の「意識に関する情報」は，次のとおりとする。

(1) 満足度

(2) 重視度

(3) 認知度
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(4) 関心度

(5) 優先度

（評価の手続）

第６ 所管部長（規則第４条第１項の指標設定施策又は同条第２項の事業を所管する部長をいう。

以下同じ。）は，毎年，震災復興・企画部長が別に定める期日までに，規則第４条第１項の指

標設定施策又は同条第２項の事業について，条例第５条第１項の書面として別記様式第１号に

よる政策評価・施策評価基本票（以下「基本票」という。）の案を政策ごと又は施策ごとに作

成し，震災復興・企画部長に提出するものとする。ただし，１政策を構成する指標設定施策又

は１指標設定施策を構成する事業の所管が複数の部にまたがる場合については，基本票の作成

は，指標設定施策のうち主要なもの又は指標設定施策を構成する事業のうち主要なものを所管

する部長が行うものとする。

２ 震災復興・企画部長は，前項の基本票の案に基づき，その要旨の案を作成するとともに，そ

れらについて政策・財政会議の審議事項として発議し，同会議において，基本票及びその要

旨を決定するものとする。

３ 前項の審議においては，基本票に関する説明は所管部長が行い，要旨及び評価制度に関する

説明は震災復興・企画部長が行うものとする。

４ 震災復興・企画部長は，第２項の規定により決定された基本票を添付して，宮城県行政評価

委員会(以下｢委員会｣という。)に諮問するものとする。

５ 第３項の規定は，前項の規定による委員会での審議について準用する。

６ 震災復興・企画部長は，委員会から第４項の規定による諮問に対する答申があったときは，

速やかに所管部長に答申内容を記載した書面を送付するものとする。

７ 所管部長は，前項の規定により書面の送付を受けたときは，答申に対する対応方針及び評価

結果の案を作成し，震災復興・企画部長に提出するものとする。

８ 震災復興・企画部長は，前項の規定により提出された書面をもとに評価書（別記様式第２号）

の案をとりまとめた上で，その要旨の案を作成し，それらについて政策・財政会議の審議事項

として発議し，同会議において評価書及びその要旨を決定するものとする。

９ 第３項の規定は，前項の規定による政策・財政会議での審議について準用する。

（達成度等の把握）

第７ 所管部長は，基本票の作成に資するため，毎年度，指標設定施策の前年度における達成度

及び指標設定施策を構成する事業の前年度における実績等について把握し，整理するものとす

る。この場合において，達成度を毎年度把握することが困難な政策評価指標については，関連

する他の統計数値を用いることができる。

（書面の公表方法等）

第８ 条例第５条第２項，第９条第２項及び第３項，第１０条第２項並びに第１１条第２項の規

定に基づく公表は，震災復興・企画部長が行うものとする。

２ 前項の公表は，インターネットの県のホームページに掲載するほか，県政情報センター，県

政情報コーナー（仙台地方県政情報コーナーを除く。以下同じ。）及び議会図書室において縦

覧に供することにより行うものとする。

３ 前項の場合において，県政情報センター，県政情報コーナー及び議会図書室において縦覧に

供する期間は，公表後１年間とする。
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（県民意見聴取の手続）

第９ 規則第１２条第１項の規定による公募（以下「公募」という。）は，震災復興・企画部長

が行うものとし，公募を行うに当たっては，規則第１１条に規定する期間中，第６第２項の規

定により決定された基本票及びその要旨について，インターネットの県のホームページに掲載

するとともに，県政情報センター，県政情報コーナー及び議会図書室で縦覧に供するものとす

る。

２ 公募を行うに当たっては，意見には住所及び氏名を付して提出する必要がある旨及び受け付

けた意見には個別の回答は行わない旨を周知するものとする。

３ 公募の周知は，県政だより，新聞，ラジオ又はテレビ等により行うものとする。

４ 震災復興・企画部長は，受け付けた県民の意見を，適切に整理し，かつ，分類した上で，条

例第９条第２項の書面（別記様式第３号）をとりまとめるものとする。

５ 震災復興・企画部長は，前項の規定にかかわらず，受け付けた県民の意見が行政活動の評価

に関して寄せられた意見ではないことが明らかであると判断したときは，当該意見を条例第９

条第１項の意見として取り扱わないことができる。この場合において，条例第９条第２項に規

定する書面を公表するときは，その旨の記載を付して公表するものとする。

６ 震災復興・企画部長は，第４項の書面をとりまとめたときは，当該意見の写しを添えて所管

部長に送付するものとする。

７ 所管部長は，前項の規定により書面等の送付を受けたときは，当該書面等に記載された県民

の意見に対する対応をとりまとめて，震災復興・企画部長に送付するものとする。

８ 震災復興・企画部長は，前項の書面等を勘案し，第６第９項の規定により評価書を決定した

後速やかに条例第９条第３項の書面（別記様式第４号）を作成するものとする。

（評価結果の反映）

第１０ 震災復興・企画部長は，翌年度の当初予算を審議する議会の招集日の前日までに条例第

１１条第２項の書面及びその要旨の案を作成するとともに，それらについて政策・財政会議の

審議事項として発議し，同会議において書面及び要旨を決定するものとする。

２ 第６第３項の規定は，前項の規定による政策・財政会議での審議について準用する。

３ 震災復興・企画部長は，翌年度の県政運営において重視すべき方向性に政策評価及び施策評

価に関する情報を適切に反映させるものとする。

４ 震災復興・企画部長は，翌年度の県政運営において特に重点的に取り組む事業の選定に政策

評価及び施策評価の結果を適切に反映させるものとする。

（議会への報告）

第１１ 条例第１２条第１項の報告は，震災復興・企画部長が毎年度，議会に第６第８項の規定

による決定を行った評価書を提出することにより行うものとする。

２ 条例第１２条第２項の報告は，震災復興・企画部長が毎年度，議会に第１０第１項の書面を

提出することにより行うものとする。

（その他）

第１２ この要領に定めるもののほか，政策評価及び施策評価の実施に関して必要な事項は，別

に定める。
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附 則

この要領は，平成１５年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成１５年５月３０日から施行する。

附 則

この要領は，平成１６年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成１７年４月１５日から施行する。

附 則

この要領は，平成１８年４月１４日から施行する。

附 則

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。

２ 平成１８年度を評価対象年度とする政策評価及び施策評価については，平成１２年３月に策

定した宮城県総合計画及び平成１５年３月に策定した宮城県総合計画第Ⅱ期実施計画の施策体

系及び政策評価指標により実施するものとする。

附 則

この要領は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２３年４月２２日から施行する。

附 則

この要領は，平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２５年４月１日から施行する。
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Ⅰ 答申に当たって 

 宮城県では，県民の視点に立って成果を重視する県政を推進することを目的として，平

成１４年４月１日から，「行政活動の評価に関する条例」に基づき行政評価を実施している。 

 このうち政策評価・施策評価については，県が自ら，施策に設定された目標指標等の達

成状況，県民意識調査結果，社会経済情勢，事業の実績及び成果等を踏まえて政策・施策

の成果を評価するとともに，政策・施策を推進する上での課題と対応方針を示すことにな

っている。 

 この県が自ら行う評価の透明性や客観性を確保するため，学識者や有識者で構成される

宮城県行政評価委員会に，知事の諮問に応じて，政策評価・施策評価に関する調査審議を

行う組織として政策評価部会が置かれている。 

 当委員会では，今年の５月１９日に，宮城の将来ビジョン，宮城県震災復興計画及び宮

城の将来ビジョン・震災復興実施計画の体系に基づく２１政策５６施策を対象とした県の

評価原案「政策評価・施策評価基本票」について，知事から諮問を受けた。 

 政策評価部会では，５月下旬から６月中旬にかけて「第１分科会」「第２分科会」「第３

分科会」の３つの分科会に分かれ，延べ１３回にわたり，県の評価原案の妥当性について，

専門的な立場や県民の視点から調査審議を行った。調査審議の結果の詳細については，後

記のとおりである。 

 当委員会の答申を通じて，県の行政運営の向上が図られ，東日本大震災からの復興を早

期に成し遂げるとともに，「宮城の将来ビジョン」で描く将来の宮城の姿，目標が着実に実

現されることを願っている。 

平成２７年７月２３日 

宮城県行政評価委員会 

委員長 堀切川 一男 

宮城県行政評価委員会政策評価部会 

部会長 井 上 千 弘 
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Ⅱ 調査審議の方法 

 宮城県行政評価委員会政策評価部会は，県から諮問を受けた平成２７年度政

策評価・施策評価に関し，県の評価原案である「政策評価・施策評価基本票」

に基づき，調査審議を行った。 

１ 調査審議の対象 

平成２７年度に諮問を受けた政策評価・施策評価は，宮城の将来ビジョ

ン及び将来ビジョン・震災復興実施計画の体系に基づく１４政策３３施策

に，宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系に基づく７政策２３

施策を加えた２１政策５６施策となったが，その全てについて，調査審議

を行った。  

２ 調査審議の進め方 

 当部会では，宮城の将来ビジョンに定められた３つの政策推進の基本方

向ごとに，第１分科会，第２分科会，第３分科会の３分科会を置き，県の

担当部局職員の説明のもと，宮城の将来ビジョン及び将来ビジョン・震災

復興実施計画に係る各基本票の記載内容について，施策評価，政策評価の

順に調査審議を行った。また，宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画

に係る各基本票の記載内容については，政策推進の基本方向を踏まえ，関

連する分科会において調査審議を行った。  

【政策評価部会の開催状況】  

開催日 議事 

第１回 平成 27 年 5 月 22 日 
・平成２７年度政策評価・施策評価について 

・政策評価部会・分科会の進め方等について 

第２回 平成 27 年 7 月 7 日 

・平成２７年度政策評価・施策評価に係る県民意

見の聴取について 

・平成２７年度政策評価・施策評価に係る各分科

会の審議結果について 

・平成２７年度政策評価・施策評価に係る答申案

について 
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【分科会の開催状況】 

 

第１分科会 

（７政策１９施策） 

〔担当委員〕 

成田由加里委員（分科会長／成田由加里公認会計士事務所代表） 

稲葉 雅子委員（株式会社ゆいネット代表取締役） 

内海 康雄委員（仙台高等専門学校副校長） 

  開催日 審議政策（審議施策数） 

第１回 平成 27 年６月１日 

政策１ 

 

政策２ 

 

政策４ 

 

・育成・誘致による県内製造業の集積促

進（３施策） 

・観光資源，知的資産を活用した商業・

サービス産業の強化（２施策） 

・アジアに開かれた広域経済圏の形成

（２施策） 

第２回 平成 27 年６月８日 

政策３ 

(※ 震 災) 

政策５ 

 

・「富県宮城の実現」に向けた経済基盤

の再構築（３施策） 

・産業競争力の強化に向けた条件整備 

（３施策） 

第３回 平成 27 年６月 19 日 

政策４ 

(※ 震 災)

政策３ 

・農林水産業の早期復興（４施策） 

 

・地域経済を支える農林水産業の競争力

強化(２施策)  

注） 

 

 

宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系の政策については(※震災)を付記 

第２分科会 

（７政策２０施策） 

 

 

※ 

〔担当委員〕 

本図 愛実委員（分科会長／宮城教育大学教職大学院教授） 

佐々木恵子委員（特別養護老人ホームうらやす施設長） 

寳澤  篤 委員（東北大学東北メディカル・メガバンク機構教授） 

福本 潤也委員（東北大学大学院情報科学研究科准教授） 

※宮城の将来ビジョン及び将来ビジョン・ 

震災復興実施計画の体系の政策９のみ  

  開催日 審議政策（審議施策数） 

第１回 平成 27 年６月３日 
政策６ 

(※ 震 災) 

・安心して学べる教育環境の確保 

（３施策） 
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第２回 平成 27 年６月４日 

政策６ 

 

政策 10 

 

・子どもを生み育てやすい環境づくり 

（２施策） 

・だれもが安全に，尊重し合いながら暮

らせる環境づくり（２施策） 

第３回 平成 27 年６月９日 
政策２ 

(※ 震 災) 

・保健・医療・福祉提供体制の回復 

（３施策） 

第４回 平成 27 年６月 11 日 
政策８ 

 

・生涯現役で安心して暮らせる社会の構

築（６施策） 

第５回 平成 27 年６月 18 日 

政策９ 

 

政策７ 

・コンパクトで機能的なまちづくりと地

域生活の充実（１施策） 

・将来の宮城を担う子どもの教育環境づ

くり（３施策） 

注） 

 

 

宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系の政策については(※震災)を付記 

第３分科会 

（７政策１７施策） 

〔担当委員〕 

井上 千弘委員（分科会長／東北大学大学院環境科学研究科教授） 

鈴木 孝男委員（宮城大学事業構想学部助教） 

福本 潤也委員（東北大学大学院情報科学研究科准教授） 

 開催日 審議政策（審議施策数） 

第１回 平成 27 年５月 29 日 

政策１ 

(※ 震 災) 

政策 13 

 

・被災者の生活再建と生活環境の確保 

（２施策） 

・住民参画型の社会資本整備や良好な景

観の形成（１施策） 

第２回 平成 27 年６月２日 
政策７ 

(※ 震 災) 

・防災機能・治安体制の回復（４施策） 

 

第３回 平成 27 年６月５日 

政策 11 

 

政策 12 

・経済・社会の持続的発展と環境保全の

両立（２施策） 

・豊かな自然環境，生活環境の保全 

（１施策） 

第４回 平成 27 年６月 12 日 
政策５ 

(※ 震 災) 

・公共土木施設の早期復旧（４施策） 

 

第５回 平成 27 年６月 16 日 
政策 14 

 

・宮城県沖地震など大規模災害による被

害を最小限にする県土づくり（３施策） 

注） 宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系の政策については(※震災)を付記 
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Ⅲ 調査審議の結果 

 

 政策評価・施策評価に関する各分科会及び部会での審議を経て，県の評価項目

「政策・施策の成果」の妥当性について判定（３区分）を行うとともに，「政策・

施策の成果」及び「政策・施策を推進する上での課題と対応方針」の各々に意見

を付した。  

 

１ 政策・施策の調査審議結果 

 

(1)宮城の将来ビジョン及び将来ビジョン・震災復興実施計画の体系の 

政策・施策の調査審議結果 

 

【県の政策評価に対する判定及び意見（１４政策）】  

評価項目  判定及び意見  

政策の成果  

適  切  概ね適切  要  検  討  

８政策  
（９政策）  

５政策  
（５政策）  

１政策  
（０政策）  

政策を推進する上での  

課題と対応方針  

意見を付した政策数  

１２政策  
（１０政策）  

   ※（ ）は昨年度実績  

 

 【県の施策評価に対する判定及び意見（３３施策）】  

評価項目 判定及び意見  

施策の成果  

適  切  概ね適切  要  検  討  

１６施策  
（２０施策）  

１５施策  
（１２施策）  

２施策  
（１施策）  

施策を推進する上での  

課題と対応方針  

意見を付した施策数  

３０施策  
（１９施策）  

  ※（ ）は昨年度実績 

 

「政策・施策の成果」に対する判定区分 

適  切：県の評価原案について，評価の理由が十分であり，「政策・施策の成果」 

の評価は妥当であると判断されるもの 

概ね適切：県の評価原案について，評価の理由に一部不十分な点が見られるもの 

の，「政策・施策の成果」の評価は妥当であると判断されるもの 

要 検 討：県の評価原案について，評価の理由が不十分で，「政策・施策の成果」 

の評価の妥当性を認めることができず，県が最終評価を行うに当たり， 

評価内容を検討する必要があると判断されるもの  
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(2)宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系の政策・施策の 

調査審議結果 

 

 【県の政策評価に対する判定及び意見（７政策）】  

評価項目 判定及び意見  

政策の成果  

適  切  概ね適切  要  検  討  

３政策  
（３政策）  

３政策  
（３政策）  

１政策  
（１政策）  

政策を推進する上での  

課題と対応方針  

意見を付した政策数  

７政策  
（５政策）  

※（ ）は昨年度実績  

 

 【県の施策評価に対する判定及び意見（２３施策）】  

評価項目 判定及び意見  

施策の成果  

適  切  概ね適切  要  検  討  

１１施策  
（１４施策）  

１０施策  
（７施策）  

２施策  
（３施策）  

施策を推進する上での  

課題と対応方針  

意見を付した施策数  

２１施策  
（１６施策）  

  ※（ ）は昨年度実績 

 

「政策・施策の成果」に対する判定区分 

判定区分については宮城の将来ビジョン及び将来ビジョン・震災復興実施計画の体系と

同じ。 

 

各政策評価・施策評価の調査審議結果は，「宮城県行政評価委員会政策評

価部会  審議結果一覧表」のとおりである。  

 

 

２ 政策評価・施策評価に付した主な意見 

 

(1) 政策・施策の成果について 

 

  ①県民に分かりやすい評価体系や評価手法の検討 

    現在の政策評価・施策評価は，「行政活動の評価に関する条例」に基

づき実施されており，毎年の評価を重ねる中で，評価の理由についても
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記載の充実が図られているところである。一方で，多くの施策において

施策を構成する事業が複数の部局にまたがっていること等もあり，施策

の方向と目標指標や施策を構成する事業との対応関係が分かりにくいも

のが見受けられる。また，東日本大震災の発生以降は「宮城県震災復興

計画」に基づく政策・施策が評価対象となったことに加え，「宮城の将

来ビジョン」においても取組に関連する宮城県震災復興推進事業が評価

対象となるなど，その体系が複雑となってきている。 

    県民への説明責任を果たすことは政策評価・施策評価の重要な目的の

一つであり，評価を行うに当たっては，政策で取り組む内容と政策を構

成する施策との関係や，施策の方向と目標指標や施策を構成する事業と

の関係を明確にするほか，各分野における県の役割や市町村等との関係

にも留意した上で，評価原案の作成においても，それらの関係を踏まえ

た内容とするなど，県民に分かりやすい評価体系や評価手法を検討する

必要がある。 

 

  ②目標指標の明確化及び評価理由の充実 

    目標指標の中には，調査に時間を要し現況値の把握ができていないも

のや，調査が実施されなかったことにより現況値の把握が困難となった

もの，また施策の成果を評価するには十分ではないものが見受けられる。 

    目標指標による成果の把握に当たっては，迅速な現況値の把握や指標

を設定した趣旨を踏まえた成果の把握手法の検討が必要である。また，

設定されている目標指標では成果の十分な把握が難しい場合には，それ

を補完するデータや事業の実績，目標指標を取り巻く社会経済情勢を評

価の理由に記載するなど，その成果を分かりやすく示す工夫が必要であ

る。 

 

  ③再生期にふさわしい目標指標の検討 

    宮城県震災復興計画に基づく施策には被災した施設等の復旧状況を目

標指標としているものがあるが，東日本大震災の発生から４年以上を経

過し，ほぼ復旧が完了しているものも見受けられる。 

   目標指標は評価対象年度の事業全体の進捗状況が的確に反映されるも

のを用いるべきであること，また，宮城県震災復興計画の再生期は「復

旧」にとどまらない抜本的な「再構築」に向けた動きを具体化する時期

であることからすれば，宮城県震災復興計画に基づく政策・施策の評価

に当たっては，県民生活に密着したソフト事業の推移や被災地における

各種団体の活動状況など，施設等の復旧にとどまらない新たな視点を用

いることも検討が必要である。 
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(2)政策・施策を推進する上での課題と対応方針について 

 

  ①的確な課題の設定及び対応方針の明示 

政策評価・施策評価は，政策・施策・事業を立案・実施した後，その

実績を評価し，次なる立案に反映させるＰＤＣＡサイクルの一翼を担う

ものであり，成果を重視する県政の推進に大きな役割を果たしている。

一方で，課題と対応方針の中には，施策の方向に沿った記載となってい

ないものや，その記載内容が不十分なものも見受けられる。  

評価の実効性を高めるには，政策・施策・事業の実施を通じて明らか

となった課題を検証し，今後の展開において改善を図るという姿勢が不

可欠であり，課題と対応方針の記載に当たっては，施策の方向等の体系

を十分に意識しつつ，目標指標の達成状況，県民意識との整合，社会経

済情勢及び事業の成果等のほか，政策評価・施策評価の結果も踏まえ，

現状分析に基づく課題を的確に設定するとともに，その課題を克服し施

策の成果につなげるための具体的な対応方針を示すことが必要である。  

また，政策評価における課題と対応方針については，政策全体に共通

する課題と個々の施策に特有の課題を分析・抽出した上で両者を区別し

た記載とするなど，分かりやすく示す工夫が必要である。  

 

  ②組織を横断した取組の必要性 

政策・施策の中には，関係部局や関係機関と連携した取組が必要とな

るものや，他の政策・施策と連動した取組が必要となるものが見受けら

れる。特に，東日本大震災からの復旧・復興は，生活の場の再建や地域

産業の再生など県民生活全般に関わるものを一体となって進めることが

求められており，関係部局が情報を共有しつつ，歩調を合わせた事業展

開を図ることが重要である。  

課題と対応方針の記載に当たっては，必要に応じて部局横断的な取組

や市町村をはじめとする関係機関との連携を視野に入れる必要がある。  
 

 

各政策評価・施策評価に付した意見は，「Ⅳ 宮城県行政評価委員会政策

評価部会の判定及び意見」のとおりである。  
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

1
地域経済を力強くけん引するものづくり
産業（製造業）の振興

概ね順調
（やや遅れている）

適切
（適切）

2
産学官の連携による高度技術産業の集
積促進

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

3
豊かな農林水産資源と結びついた食品
製造業の振興

やや
遅れている
（概ね順調）

適切
（適切）

4
高付加価値型サービス産業・情報産業
及び地域商業の振興

やや
遅れている
（やや遅れている）

適切
（適切）

5
地域が潤う，訪れてよしの観光王国みや
ぎの実現

やや
遅れている
（概ね順調）

適切
（要検討）

6 競争力ある農林水産業への転換 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

7
地産地消や食育を通じた需要の創出と
食の安全安心の確保

やや
遅れている
（やや遅れている）

適切
（適切）

8
県内企業のグローバルビジネスの推進
と外資系企業の立地促進

やや
遅れている
（やや遅れている）

適切
（概ね適切）

9
自律的に発展できる経済システム構築
に向けた広域経済圏の形成

やや
遅れている
（概ね順調）

適切
（適切）

10
産業活動の基礎となる人材の育成・確
保

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

11 経営力の向上と経営基盤の強化 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

12 宮城の飛躍を支える産業基盤の整備 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

3
地域経済を支える農林
水産業の競争力強化
　（Ｐ．３２～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

適切
（適切）

4
アジアに開かれた広域
経済圏の形成
　（Ｐ．４２～）

やや
遅れている
（概ね順調）

適切
（適切）

5
産業競争力の強化に向
けた条件整備
　（Ｐ．５２～）

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

　
宮城県行政評価委員会政策評価部会 審議結果一覧表

（１）宮城の将来ビジョン及び将来ビジョン・震災復興実施計画の体系

政策推進の基本方向１　富県宮城の実現　～県内総生産１０兆円への挑戦～

1
育成・誘致による県内
製造業の集積促進
　（Ｐ．１６～）

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

2

観光資源，知的資産を
活用した商業・サービス
産業の強化
　（Ｐ．２６～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

適切
（適切）

594



政
策
番
号

政策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

13
次代を担う子どもを安心して生み育てる
ことができる環境づくり

やや
遅れている
(やや遅れている)

適切
（適切）

14
家庭・地域・学校の協働による子どもの
健全な育成

やや
遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（適切）

15 着実な学力向上と希望する進路の実現 概ね順調
(概ね順調)

概ね適切
（適切）

16 豊かな心と健やかな体の育成
やや

遅れている
(やや遅れている)

適切
（概ね適切）

17
児童生徒や地域のニーズに応じた特色
ある教育環境づくり

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

18 多様な就業機会や就業環境の創出 概ね順調
(概ね順調)

適切
（適切）

19 安心できる地域医療の充実 概ね順調
(概ね順調)

概ね適切
（概ね適切）

20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり 概ね順調
(概ね順調)

適切
（概ね適切）

21
高齢者が元気に安心して暮らせる環境
づくり

概ね順調
（順調）

概ね適切
（概ね適切）

22
障害があっても安心して生活できる地域
社会の実現

やや
遅れている
（概ね順調）

適切
（適切）

23
生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸
術の振興

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

9

コンパクトで機能的なま
ちづくりと地域生活の充
実
　（Ｐ．１００～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

要検討
（概ね適切）

24
コンパクトで機能的なまちづくりと地域生
活の充実

やや
遅れている
（やや遅れている）

要検討
（概ね適切）

25 安全で安心なまちづくり 順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

26 外国人も活躍できる地域づくり 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

10

だれもが安全に，尊重
し合いながら暮らせる
環境づくり
　（Ｐ．１０４～）

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

7
将来の宮城を担う子ど
もの教育環境づくり
　（Ｐ．６６～）

概ね順調
(概ね順調)

概ね適切
（適切）

8
生涯現役で安心して暮
らせる社会の構築
　（Ｐ．８２～）

概ね順調
(概ね順調)

適切
（適切）

政策推進の基本方向２　安心と活力に満ちた地域社会づくり

6
子どもを生み育てやす
い環境づくり
　（Ｐ．６０～）

やや
遅れている
(やや遅れている)

適切
（適切）
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

27
環境に配慮した社会経済システムの構
築と地球環境保全への貢献

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

28
廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生
利用）と適正処理の推進

概ね順調
（概ね順調）

要検討
（概ね適切）

12
豊かな自然環境，生活
環境の保全
　（Ｐ．１１６～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）

29 豊かな自然環境，生活環境の保全
やや

遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）

13

住民参画型の社会資
本整備や良好な景観の
形成
　（Ｐ．１２２～）

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

30
住民参画型の社会資本整備や良好な景
観の形成

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

31
宮城県沖地震に備えた施設整備や情報
ネットワークの充実

やや
遅れている
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

32
洪水や土砂災害などの大規模自然災害
対策の推進

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

33 地域ぐるみの防災体制の充実 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

※

※

14

宮城県沖地震など大規
模災害による被害を最
小限にする県土づくり
　（Ｐ．１２６～）

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

宮城県行政評価委員会の判定は，県の評価原案の妥当性について「適切」「概ね適切」「要検討」の３区
分により判定したものである。
「県の評価原案」及び「県の評価原案に対する宮城県行政評価委員会の判定」の（　）内は，昨年度の判
定結果を記載している。

政策推進の基本方向３　人と自然が調和した美しく安全な県土づくり

11
経済・社会の持続的発
展と環境保全の両立
　（Ｐ．１１０～）

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

1 被災者の生活環境の確保
やや

遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）

2 廃棄物の適正処理 －
（順調）

－
（適切）

3 持続可能な社会と環境保全の実現 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（要検討）

1 安心できる地域医療の確保 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

2 未来を担う子どもたちへの支援 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

3 だれもが住みよい地域社会の構築 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

1 ものづくり産業の復興 概ね順調
（やや遅れている）

適切
（適切）

2 商業・観光の再生 概ね順調
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）

3 雇用の維持・確保 概ね順調
（やや遅れている）

適切
（適切）

1 魅力ある農業・農村の再興 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

2 活力ある林業の再生 概ね順調
（概ね順調）

適切
（概ね適切）

3 新たな水産業の創造 概ね順調
（概ね順調）

適切
（要検討）

4 一次産業を牽引する食産業の振興
やや

遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（適切）

4
農林水産業の早期復
興
　（Ｐ．１６４～）

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（要検討）

2
保健・医療・福祉提供
体制の回復
　（Ｐ．１４４～）

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

3
「富県宮城の実現」に向
けた経済基盤の再構築
　（Ｐ．１５４～）

概ね順調
（やや遅れている）

適切
（適切）

（２）宮城県震災復興計画及び震災復興実施計画の体系

1
被災者の生活再建と生
活環境の確保
　（Ｐ．１３４～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案

県の評価原案に
対する宮城県行
政評価委員会の
判 定

1
道路，港湾，空港などの交通基盤の確
保・整備促進

概ね順調
（概ね順調）

適切
（概ね適切）

2 海岸，河川などの県土保全
やや

遅れている
（やや遅れている）

概ね適切
（概ね適切）

3 上下水道などのライフラインの整備
やや

遅れている
（順調）

要検討
（適切）

4 沿岸市町をはじめとするまちの再構築
やや

遅れている
（やや遅れている）

要検討
（概ね適切）

1 安全・安心な学校教育の確保 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

2 家庭・地域の教育力の再構築 概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）

3 生涯学習・文化・スポーツ活動の充実 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

1 防災機能の再構築 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

2 大津波等への備え 概ね順調
（概ね順調）

適切
（要検討）

3
自助・共助による市民レベルの防災体制
の強化

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（適切）

4 安全・安心な地域社会の構築 概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

※

※

※

7
防災機能・治安体制の
回復
　（Ｐ．１９８～）

概ね順調
（概ね順調）

概ね適切
（概ね適切）

宮城県行政評価委員会の判定は，県の評価原案の妥当性について「適切」「概ね適切」「要検討」の３区
分により判定したものである。
「県の評価原案」及び「県の評価原案に対する宮城県行政評価委員会の判定」の（　）内は，昨年度の判
定結果を記載している。
施策「廃棄物の適正処理」は，復旧期で処理が完了している。

5
公共土木施設の早期
復旧
　（Ｐ．１７６～）

やや
遅れている
（やや遅れている）

要検討
（概ね適切）

6
安心して学べる教育環
境の確保
　（Ｐ．１８８～）

概ね順調
（概ね順調）

適切
（適切）
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